
パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化の取組について

令和３年 12 月 27 日

閣 議 了 解

成長と分配の好循環を目指す中、来春の賃上げの労使交渉では、自社の支払能

力を踏まえ、最大限の賃上げが期待される。他方で、新型コロナウイルス感染症

の影響を受け、製造業などはコロナ前の水準又はそれ以上に回復する一方、悪影

響が続いている業種もあり、業績回復に差が生じている。中小企業等が賃上げの

原資を確保できるよう、取引事業者全体のパートナーシップにより、労務費、原

材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できる環境を整備するため、閣

議了解を行い、政府一体となって下記により対応する。

記

１ 事業所管大臣は、関係する事業者団体に対して別紙１のとおり、要請を行う

こととする。

２ 内閣官房、消費者庁、厚生労働省、経済産業省、国土交通省及び公正取引委

員会は、別紙２のとおり合意した「パートナーシップによる価値創造のための

転嫁円滑化施策パッケージ」に従い、取組を開始し、その実施状況についてフ

ォローアップを行うこととする。



(別紙２)

パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ

令 和３ 年 12 月 27 日
内 閣 官 房

(新しい資本主義実現本部事務局)

現在、原油価格がおよそ７年ぶりの水準まで値上がりしており、最近の円安の進展も相ま

って、原油をはじめとするエネルギーコストや原材料価格の上昇が懸念される。

中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、生産性向上に取り組む中小企業を事業再構

築補助金等により支援していくことに併せて、取引事業者全体のパートナーシップにより、

労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できることは重要である。

政府としては、以下の新たな取組を開始し、フォローアップしていくことを通じて、転嫁

対策に全力で取り組んでいく。

(１)最低賃金・賃金支払の徹底と賃金引上げに向けた環境整備【厚生労働省】

 最低賃金違反や賃金・残業代の不払が疑われる事業場に対して、労働基準監督機関(都

道府県労働局・労働基準監督署)が監督指導を実施し、是正を図る。このため、毎年１

月から３月までの「集中取組期間」において、最低賃金の遵守徹底を図り、賃金の引上

げについて検討がなされるよう、賃金引上げや転嫁対策関連の施策の紹介を行う。

賃金不払をはじめとした基本的な労働条件の履行確保を図るため、労働基準監督機関に

よる定期監督(年間 10 万事業場以上に実施)において、賃金引上げの意向や労働条件

の改善状況を確認するとともに、労使において賃金の引上げを行うとの取決めを行った

にもかかわらず、賃金支払が履行されず、労働基準監督機関による度重なる指導でも是

正しない事業場や、定期賃金や割増賃金を適切に支払わず、同様の法違反が繰り返され

る事業場については、司法処分(※)を含め厳正に対応する。

(※)事業主が労働基準関係法令に違反し、これが重大または悪質な場合に、労働基準監督官が刑

事訴訟法(昭和 23 年法律第 131 号)に基づく司法警察員として捜査を行い、検察庁に送検す

ること。

３.労働基準監督機関における対応 

庁

省

省

省

会員

働 

業 

通

者

委

労

産

交

引

費 

取

生
済
土

正

消

厚

経

国

公


